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世帯構造等基本集計とは 

 世帯構造等基本集計は、全ての調査票を用いて母子・父子世帯、親子の同居等の世帯の状況

に関する結果について集計した確定値です。 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項 

１ 本書は、総務省統計局が公表した「平成 27年国勢調査」就業状態等基本集計に基づき、燕市

分について作成しています。 

２ 本文及び図表中の平成17年以前の数値は、合併前の３市町（燕市・吉田町・分水町）の合算

値で表示しています。 

３ この集計結果における構成比・割合は、四捨五入により算出してあるため総数（100％）と一

致しない場合があります。 
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１ 総世帯数 

 総世帯数（「一般世帯」＋「施設等の世帯」）は 27,537世帯で、過去最多となりました。前回調査

の平成22年と比べると、884世帯、3.3％増加しました。 

世帯のうち一般世帯は、27,494世帯で、平成 22年に比べ 877世帯、3.3％増加し、比較可能な昭

和45年以降で最多となっています。 

一方、一般世帯の１世帯当たりの人員は平成 22年に比べ 0.18人減少し、2.86人となり、比較可

能な昭和45年以降で最少となっています。 

 

表１ 総世帯数、一般世帯数、一般世帯人員、一般世帯の１世帯当たり人員、 

施設等の世帯数及び施設等の世帯人員の推移（昭和60年～平成27年） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総世帯
世帯数 世帯数 世帯人員 1世帯当たり 世帯数 世帯人員

（世帯） （世帯） （人） 人員（人） （世帯） （人）
昭和60年 21,274 21,256 83,746 3.94 18 435
平成 2年 21,922 21,891 82,966 3.79 26 404

7年 23,409 23,395 83,703 3.58 14 348
12年 24,845 24,804 83,618 3.37 27 658
17年 25,820 25,698 82,398 3.21 29 753
22年 26,653 26,617 80,891 3.04 36 985
27年 27,537 27,494 78,619 2.86 43 1,165

昭和60年 ～ 平成 2年 648 635 △ 780 △ 0.15 8 △ 31
平成 2年 ～ 7年 1,487 1,504 737 △ 0.21 △ 12 △ 56

7年 ～ 12年 1,436 1,409 △ 85 △ 0.21 13 310
12年 ～ 17年 975 894 △ 1,220 △ 0.16 2 95
17年 ～ 22年 833 919 △ 1,507 △ 0.17 7 232
22年 ～ 27年 884 877 △ 2,272 △ 0.18 7 180

昭和60年 ～ 平成 2年 3.0 3.0 △ 0.9 △ 3.8 44.4 △ 7.1
平成 2年 ～ 7年 6.8 6.9 0.9 △ 5.6 △ 46.2 △ 13.9

7年 ～ 12年 6.1 6.0 △ 0.1 △ 5.8 92.9 89.1
12年 ～ 17年 3.9 3.6 △ 1.5 △ 4.9 7.4 14.4
17年 ～ 22年 3.2 3.6 △ 1.8 △ 5.2 24.1 30.8
22年 ～ 27年 3.3 3.3 △ 2.8 △ 5.9 19.4 18.3

注）昭和60年～平成17年の総世帯には、世帯の種類「不詳」を含みます。

年次
一般世帯 施設等の世帯

実
数

増
減
数

増
減
率
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２ 一般世帯の家族類型 

 一般世帯を世帯の家族類型別にみると、「単独世帯」（世帯人員が 1 人の世帯）は 5,955 世帯（一

般世帯の 21.7％）で、「夫婦と子供から成る世帯」が 7,781 世帯（同 28.3％）、「夫婦のみの世帯」

が4,956世帯（同18.0％）、「ひとり親と子供から成る世帯」が 2,813世帯（同 10.2％）などとなっ

ています。 

平成22年と比べると、「単独世帯」は 2.6％の増加となっており、一般世帯に占める割合は 19.1％

から 21.7％に上昇しています。また、「ひとり親と子供から成る世帯」は 13.8％の増加となってお

り、一般世帯に占める割合は 9.3％から10.2％に上昇しています。 

また、65 歳以上世帯員のいる世帯は、平成 22年に比べ 9.2％増加し 14,454 世帯となり、一般世

帯に占める割合は、52.5％となっています。 

 

表２ 一般世帯の家族類型別世帯数（平成22年～27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（世帯） 割合（％） （世帯）（世帯） 割合（％） （世帯） （％） （ﾎﾟｲﾝﾄ） （％）

一般世帯 27,494 100.0 14,454 26,617 100.0 13,233 3.3 - 9.2

単独世帯 5,955 21.7 2,314 5,079 19.1 1,684 17.2 2.6 37.4

核家族世帯 15,550 56.6 6,885 14,713 55.3 5,768 5.7 1.3 19.4

夫婦のみの世帯 4,956 18.0 3,020 4,616 17.3 2,567 7.4 0.7 17.6

夫婦と子供から成る世帯 7,781 28.3 2,210 7,626 28.7 1,895 2.0 △ 0.3 16.6

ひとり親と子供から成る世帯 2,813 10.2 1,655 2,471 9.3 1,306 13.8 1.0 26.7

男親と子供から成る世帯 440 1.6 306 378 1.4 228 16.4 0.2 34.2

女親と子供から成る世帯 2,373 8.6 1,349 2,093 7.9 1,078 13.4 0.8 25.1

その他の世帯 5,964 21.7 5,255 6,820 25.6 5,781 △ 12.6 △ 3.9 △ 9.1

（再掲）３世代世帯 4,462 16.2 5,350 20.1 △ 16.6 △ 3.9

（再掲）母子世帯 412 1.5 393 1.5 4.8 0.0

（再掲）父子世帯 41 0.1 51 0.2 △ 19.6 △ 0.0

注１）「一般世帯」には、世帯の家族類型「不詳」（平成27年：25世帯、平成22年：5世帯）を含みます。
注２）「その他の世帯」の内訳は、「夫婦と両親から成る世帯」、「夫婦とひとり親から成る世帯」、「夫婦、
　　　子供と両親から成る世帯」、「兄弟姉妹のみから成る世帯」などです。
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増減率・
割合の差
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３ 一般世帯の経済構成 

 一般世帯（27,494 世帯）を経済構成別にみると、世帯の就業者が非農林漁業就業者のみの世帯の

「非農林漁業就業者世帯」が 20,696世帯（一般世帯の75.3％）と最も多く、次いで親族に就業者の

いない世帯の「非就業者世帯」が 5,318世帯（同19.3％）などとなっています。 

 前回調査の平成22年と比べると、「非農林漁業就業者世帯」が 0.7ポイント、「非就業者世帯」が

0.3ポイント、「農林漁業・非農林漁業就業者混合世帯」が 0.2ポイントそれぞれ上昇し、「農林漁業

就業者世帯」も0.1ポイント上昇しています。 

 

表３ 世帯の経済構成別、一般世帯数の推移（平成 22年、27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾎﾟｲﾝﾄ差

平成27年 平成22年 平成27年 平成22年 27～22

一般世帯 27,494 26,617 100.0 100.0 -

農林漁業就業者世帯 349 318 1.3 1.2 0.1

748 681 2.7 2.6 0.2

20,696 19,841 75.3 74.5 0.7

5,318 5,068 19.3 19.0 0.3

383 709 1.4 2.7 △ 1.3

注１）「農林漁業就業者世帯」とは、世帯の就業者が農林漁業就業者のみの世帯をいいます。

注２）「農林漁業・非農林漁業就業者混合世帯」とは、世帯の就業者に農林漁業就業者と非農林漁業就業者の両方がいる

　　　世帯をいいます。

注３）「非農林漁業就業者世帯」とは、世帯の就業者が非農林漁業就業者のみの世帯をいいます。

注４）「非就業者世帯」とは、親族に就業者のいない世帯をいいます。

注５）「分類不能の世帯」とは、上記に分類されない世帯をいいます。

分類不能の世帯

一般世帯数（世帯） 割合（％）
区分

農林漁業・非農林漁業就業者混合世帯

非農林漁業就業者世帯

非就業者世帯
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４ 従業・通学時の世帯の状況  

従業・通学時の世帯の状況をみると、世帯員の全てが通勤・通学者の「通勤・通学者のみの世

帯」は8,287世帯（住宅に住む一般世帯 27,304世帯の 30.4％）となっています。 

一方、通勤・通学者以外の世帯員がいる「その他の世帯」は 19,017世帯（同 69.6％）となっ

ています。その内訳（通勤・通学者以外の世帯員の構成）をみると、65歳以上の「高齢者のみ」

世帯が9,208世帯（同 33.7％）、６～64歳の「女性のみ」世帯が 2,010世帯（同7.4％）、65歳

以上の人と６歳～64歳の女性のみの「高齢者と女性のみ」世帯が 1,322世帯（同 4.8％）などと

なっています。 

前回調査の平成22年と比べると、「通勤・通学者のみの世帯」が 2.8ポイント上昇し、「その

他の世帯」のうち、「高齢者のみ」世帯が4.0ポイントの上昇となっている一方、「高齢者と女性

のみ」世帯が1.2ポイントの低下、「女性のみ」世帯が 1.1ポイントの低下などとなっています。 

 

表４ 従業・通学時の世帯の状況の推移（平成 7年～27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅に住む一般世帯 27,304 100.0 26,450 100.0 25,553 100.0 24,555 100.0 23,191 100.0

8,287 30.4 7,294 27.6 7,069 27.7 6,721 27.4 6,661 28.7

19,017 69.6 19,156 72.4 18,484 72.3 17,834 72.6 16,530 71.3

9,208 33.7 7,856 29.7 6,896 27.0 5,484 22.3 4,282 18.5

高齢者と幼児のみ 233 0.9 218 0.8 259 1.0 277 1.1 261 1.1

高齢者と幼児と女性のみ 203 0.7 249 0.9 361 1.4 412 1.7 416 1.8

高齢者と女性のみ 1,322 4.8 1,597 6.0 1,523 6.0 1,408 5.7 1,238 5.3

幼児のみ 1,216 4.5 1,082 4.1 975 3.8 904 3.7 769 3.3

幼児と女性のみ 725 2.7 961 3.6 1,165 4.6 1,342 5.5 1,383 6.0

2,010 7.4 2,249 8.5 2,488 9.7 2,585 10.5 2,663 11.5

4,100 15.0 4,944 18.7 4,817 18.9 5,422 22.1 5,518 23.8

注１）「通勤・通学者のみの世帯」とは、世帯員の全てが通勤・通学者である世帯をいいます。

注２）「その他の世帯」とは、通勤・通学者以外の世帯員がいる世帯をいいます。

注３）「高齢者のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が65歳以上の人のみということです。

注４）「高齢者と幼児のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が65歳以上の人と6歳未満の人のみということです。

注５）「高齢者と幼児と女性のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が65歳以上の人と6歳未満の人と6～64歳の女性のみということです。

注６）「高齢者と女性のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が65歳以上の人と6～64歳の女性のみということです。

注７）「幼児のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が6歳未満の人のみということです。

注８）「幼児と女性のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が6歳未満の人と6～64歳の女性のみということです。

注９）「女性のみ」とは、通勤・通学者以外の世帯員が6～64歳の女性のみということです。

注10）「その他」とは、通勤・通学者以外の世帯員が上記以外のことです。

高齢者のみ

女性のみ

平成17年

世帯数
（世帯）

割合
（％）

その他

世帯数
（世帯）

割合
（％）

通勤・通学者のみの世帯

その他の世帯

平成22年

世帯数
（世帯）

割合
（％）

区分

平成27年 平成12年

世帯数
（世帯）

割合
（％）

平成7年

世帯数
（世帯）

割合
（％）
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５ 母子・父子世帯  

母子世帯は412世帯で、一般世帯（27,494世帯）の 1.5％となっています。 

また、父子世帯は41世帯で、一般世帯の0.1％となっています。 

前回調査の平成22年と比べると、母子世帯は19世帯（4.8％）増加、父子世帯は10世帯（0.5％）

減少しています。 

 

表５ 母子世帯数・父子世帯数の推移（平成 12年～27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯数
一般世帯に

対する割合

うち６歳未満の

子供のいる世帯 世帯数
一般世帯に

対する割合

うち６歳未満の

子供のいる世帯

（世帯） （％） （世帯） （世帯） （％） （世帯）

平成12年 237 1.0 70 32 0.1 2

平成17年 353 1.4 67 43 0.2 1

平成22年 393 1.5 56 51 0.2 1

平成27年 412 1.5 69 41 0.1 3

平成12～17年 116 △ 3 11 △ 1

平成17～22年 40 △ 11 8 -

平成22～27年 19 13 △ 10 2

平成12～17年 48.9 △ 4.5 34.4 △ 50.0

平成17～22年 11.3 △ 16.4 18.6 -

平成22～27年 4.8 23.2 △ 19.6 200.0

年次

母子世帯 父子世帯

実数等

増減数
（世帯）

増減率
（％）
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